金銭消費貸借譲渡担保権設定契約書

株式会社●●●（以下「甲」という）と、株式会社●●●（以下「乙」という）とは、以下のとおり金銭消費貸借譲渡担保権設定契約を締結する。

第１条 （目的）

乙は、甲から金●●円を借り受け、その返還債務履行の担保として譲渡担保権を設定することを約した。

第２条（被担保債権）

甲は、次の約定により乙に対し貸渡し、乙は、これを受領した。

①金額　　　　　金●●円也

②弁済方法　　　平成●年●月から平成●年●月まで毎月末日限り金●●円也を合計●回の元金均等分割弁済

③利息　　　　　年●パーセント

④利息の支払日　毎月末日

⑤遅延損害金　　年●パーセント

⑥支払方法　　　甲の指定する銀行口座に振込むことにより支払う

第３条（譲渡担保権の設定）

乙は、甲に対し、前条の債務履行を担保するため、乙の所有する下記機械（以下「本件機械」という）の所有権を譲渡し、甲は、占有改定の方法によりその引渡しを受けた。

＜機械の表示＞

設置場所　　●●●
式会社●●●本社内

名称　　　　●●

商品番号　　●●●●●●

第４条 （使用貸借）

甲は、前条の物件を、無償にて乙に使用させる。 

２　乙は、借用物件を善良なる管理者の注意をもって使用し、借用物に関する通常の必要費は乙の負担とする。

第５条 （譲渡等の禁止）

乙は、事前に甲の書面による承諾を得なければ、下記の行為を行うことができない。

①本件機械の第三者への譲渡または貸与

②本件機械の第三者への担保提供その他の処分行為

③その他甲の譲渡担保権を侵害するおそれのある一切の行為

第６条（期限の利益喪失）

乙は、次の場合には、甲の催告を要せず当然に期限の利益を失い、甲は、ただちに本件譲渡担保権を実行することができる。

①乙が第三者から差押・仮差押・仮処分または強制執行を受けたとき、もしくは競売の申立または破産宣告の申立を受けたとき

②甲に通知せずに、乙が住所を移転したとき

③その他本契約の条項に違反したとき

第７条（債務の完済）

乙が自己の債務を完済したときは、本物件についての甲の権利は当然に消滅するものとし、甲は、譲渡担保物件の所有権を、乙に移転する。

第８条（譲渡担保権の実行）

乙が第２条の債務の履行を遅滞したときは、甲は、任意に本件機械を売却し、その売却金を同債務の弁済に充当することができる。

２　前項の場合においては、甲は、乙に対し、譲渡担保権を実行する旨の通知をすることを要する。

３　第１項によって得た売却金が債務の額を超過するときは、甲は、ただちにその超過額を乙に支払う。

第９条（公正証書の作成）

乙は、本契約を強制執行許諾文言付きの公正証書にすることを承諾する。なお、公正証書作成費用は、乙の負担とする。

第10条（協議）

本契約に定めのない事項、または本契約の各条項の解釈について疑義が生じたときは、甲乙は誠意をもって協議し、これを定めるものとする。

第11条（合意管轄）

本契約に関して紛争が生じた場合には、甲の住所地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙各記名押印のうえ、各１通を保有する。

平成●年●月●日


　　　　　　　　甲（住　所）　●●●


　　　　　　（名　称）　株式会社●●●



　　　　　　　　 代表取締役　●●●　　　印


　　　　　　　　乙（住　所）　●●●


　　　　　　（名　称）　株式会社●●●



　　　　　　　　 代表取締役　●●●　　　印
